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大阪府内の１、２級河川の河川区域の民間占有約１９００件のうち、約３割の約５００件が河川法に基づく占用許可準則に適合していないことが、大阪府の調査で18日、初めて分かった。営利目的の民間施設として使用しているにもかかわらず占用許可を受けているという準則違反に当たるケースもあり、府は詳細な調査を実施したうえで用地返還を求める。だが大半は、河川付け替えに伴い旧河川地区を払い下げる予定で賃貸したり、港湾区域と重複していて港湾施設が建設されているなど情状が認められる事例で、府は将来的に占有事情が変わった際などに返還を求める方針。
　府茨木土木事務所が同準則に違反し、高槻市のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 27(にょ),如)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 27(ぜ),瀬)川の堤防を土木建築会社に賃貸していた問題が明らかになったのを受け、府土木部河川室が８月、各土木事務所などに占用状況の報告を求め、公共目的の約７７００件を除く民間占用約１９００件を調査した。
　このうち、１０～２０件にのぼる営利目的の民間施設に使っている準則違反のケースについては、11月までに各土木事務所などと共に細部の状況を把握し、現地調査も実施。府は今年度内に用地返還交渉に入る意向だ。
　一方、残る４８０～４９０件の不適合のケースには、現在の河川法がなかった昭和初期から約70年、河川を航行する運搬船の荷さばき場としての使用▽地元自治会の広報板設置｜などがあった。府はこうした歴史的な経緯や特別な事情がある場合は、すぐには用地返還を求めず、会社倒産や運営主体の変更、運搬船を廃止して陸送に
　府河川室は「準則違反の件数が多い、少ないとは言えないが、個別指導が可能な範囲ではあると思う。不適合のケースについては、適合となるよう事あるごとに土木事務所などを通じて指導したい」としている。
◇
　如瀬川の問題について同土木事務所と同社は、堤防上の資材置き場などを撤去し、用地を府に返還することで合意した。府は今年度中に用地に公園を整備する計画。
【中川博史】　　

☽
ことば
河川区域　１、２級河川の流水部分、河川敷、のり面、堤防、土手などのこと。河川法で規定しており、土手より外側でも、河川管理者が河川と一体的な管理が必要と認めれば河川区域に指定できる。区域の占用や工作物の建築には管理者の許可が必要だが、公的機関かそれに準ずる機関に限られる。民間が使用する場合も原則、公的性質を持ったものに限定される。
河川の「不正使用」500件
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